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美浜発電所２号炉の概要

約1,456MW原子炉熱出力

加圧水型軽水炉原子炉型式

約500MW電気出力

串型3車室再熱再生式タービン

軽水減速材

低濃縮ウラン燃料

加圧器

原子炉容
器上部蓋

原子炉容器 １次冷却材ポンプ

蒸気

給水
タービン

発電機

復水器

給水ポンプ

循環水ポンプ

冷却水
（海水）

放水路へ

建屋コンクリート基礎

蒸気発生器

コンクリート

原子炉格納容器

外部遮へい壁

原子炉容器ｻﾎﾟｰﾄ

耐熱ｺﾝｸﾘｰﾄ

主変圧器
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美浜発電所２号炉運転状況の推移

発電電力量・設備利用率の推移

計画外停止回数の推移

発電電力量 設備利用率

累積平均設備利用率＝61.7％
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加圧器

原子炉容器

燃料取替

用水タンク

ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物

蒸気発生器

運転開始以降に実施した主要機器更新状況

蒸気発生器

14回定期検査（1991～1994年度）

原子炉容器上部蓋

18回定期検査（1999年度）

中央制御盤

19回定期検査（2000～2001年度）

高圧給水加熱器＊

24回定期検査（2007～2008年度）

燃料取替用水ﾀﾝｸ

14回定期検査（1991～1994年度）

低圧タービン

14回定期検査（1991～1994年度）
＊：プラント運開30年目以降に

実施した更新

復水タンク＊

26回定期検査（２０１０年度）

電動補助給水ポンプ

給水ポンプ
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運転開始以降に実施した主な改善(1/2)

2000年度～2001年度

（第19回定期検査時）

バッフルフォーマボルト全数(728本）取替を実施バッフルフォーマボル
ト取替工事

応力腐食割れ

（SCC）

1991年度～1994年度

（第14回定期検査時）

耐食性に優れた材料として炭素含有量の少ない
ステンレスを採用したタンクに取替を実施

燃料取替用水タンク
取替

2007年度～2008年度

（第24回定期検査時）

銅合金から耐食性に優れたステンレスの伝熱管
を採用した加熱器に取替を実施

高圧給水加熱器取替

2007年度～2008年度

（第24回定期検査時）

600系ニッケル基合金使用部位の炉内計装筒
母材部，炉内計装J-溶接部，冷却材出入口
管台溶接部及び安全注入管台溶接部に
ウォータージェットピーニング（応力緩和）を実施

原子炉容器炉内計装
筒母材部等のｳｫｰﾀｰ
ｼﾞｪｯﾄﾋﾟｰﾆﾝｸﾞ

2007年度～2008年度

（第24回定期検査時）

余熱除去クーラ出口配管とバイパスライン配管
合流部取替を実施

余熱除去系統配管取
替

疲労

実施時期改善内容実施事項事象

1999年度（第18回定期検査時）管台材料を耐食性に優れた690系ニッケル基合
金に変更するなど改良型の原子炉容器上部蓋
に交換

原子炉容器上部蓋取
替工事

1991年度～1994年度

（第14回定期検査時）

蒸気発生器取替工事 改良型の蒸気発生器への取替を実施応力腐食割れ
(SCC)，疲労
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2010年度（第26回定期検査時）胴板の厚さを増すことにより耐震性を向上させた
タンクへの取替えを実施

復水タンクの取替耐震裕度の

向上

1987年度 塗装実施

1995、2000～2009年度 補修実施

外部遮へい壁等に塗装を施し，以降，必要に
応じて塗装の塗替えの補修を実施

コンクリート外壁面
塗装

コンクリート

劣化

1991年度～1994年度

（第14回定期検査時）

低圧タービンロータを低降伏応力材料を用いると
ともに，翼溝部の応力を低減したロータへの取替
を実施

低圧タービンロータ
取替工事

応力腐食割れ

（SCC）

適宜超音波による肉厚測定を行い，余寿命評価を実施
し，必要に応じて配管取替えを実施

2次系配管取替腐食

2009年度（第25回定期検査時）湿分分離加熱器の蒸気入口部胴板，鏡板及び

蒸気入口側仕切板，蒸気溝板（減肉想定箇所の
み）へのステンレス鋼内張板取付

2次系熱交換器取
替等

絶縁低下 2004年度（第22回定期検査時）B循環水ポンプモータ固定子コイル巻き替えの
実施

固定子コイルの
巻き替え、取替

1996年度～1997年度

（第16回定期検査時）

1998年度（第17回定期検査時）

実施時期実施事項

1次冷却材ポンプモータ固定子コイル取替の実施

改善内容事象

運転開始以降に実施した主な改善(2/2)
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高経年化技術評価実施工程

保安規定変更認可申請

▼
原子力発電安全委員会
（審議）

▼
内部監査
（プロセス監査）

第三者評価

発電所レビュー

評価書作成

▼手順書作成

7
運開
40年

…8754321211109876

20112010

項目

年月

▼

美浜発電所２号炉の高経年化技術評価

1 …

2012

▼
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注） 必要により評価書作成助勢等の外部委託を実施するものとする。

「長期保守管理方針に基づく保守管理の実施」及び「長期保守管理方針の維持」は，発電所にて実施する。

原子力事業本部 美浜発電所

原子力発電部門

・機械設備グループ

・電気設備グループ他

・品質保証グループ

保全計画課 ○美浜発電所内とりまとめ

○評価書作成助勢
（社内方針,技術的内容の確認等）

○第三者評価（プロセス確認）

原子力発電安全委員会

原子力発電部門統括を委員長とし，各発電所長，各発電所原子炉主任技術者，
各チーフマネジャー以上の職位から構成され原子炉施設保安規定の変更等を
審議し確認する。

美浜発電所２号炉の高経年化技術評価
高経年化技術評価実施体制

高経年対策グループ

原子力技術部門統括 ○高経年化技術評価書の承認

○全体とりまとめ
○実施計画,実施手順の策定
○運転経験,最新知見の調査･分析
○官庁対応,他電力等との業務･調整
○高経年化技術評価書の作成
○第三者評価（技術的な内容）
○原子力発電安全委員会への付議

○高経年化技術評価書の作成
○官庁対応
○第三者評価（技術的な内容）
※1コンクリート構造物及び鉄骨構造物のみ

原子力技術部門

原子炉保修課

タービン保修課

電気保修課

計装保修課

土木建築課

原子燃料課

発電室

技術課

安全・防災室

放射線管理課

○機器・保全データ提供
○評価書作成助勢
（照会事項に対する回答等）
○評価書案の発電所レビュー

土木建築設備グループ※1
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高経年化技術評価のフロー

＊１：重要度クラス１，２（＊３）

＊２：最高使用温度が９５℃を超え，または最高使用圧力が１９００kPaを

超える機器で原子炉格納容器外にあるもの。

＊３：「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査

指針」（平成２年８月３０日原子力安全委員会決定）の重要度分類

プラント全系統・構造物・機器

評価対象外

・燃料集合体等

高温･高圧の環境下
（＊２）にあるか？

評価対象機器を

カテゴリ化，

グループ化

構造（型式），使用環境，

材質等の条件

グループ内の代表を選定

重要度，使用条件，
容量 等

耐震安全性評価

・経年劣化を考慮した評価

・保全対策に反映すべき項

目の抽出

発電所内の主な機器の

高経年化対応事項の抽出

主要設備の技術評価書の作成

長期保全計画，長期保守管理方針の策定

Yes

No

No
Yes

Yes

機器単位で長期に

わたり使用するか？

安全上重要か？ （＊１）

発電所内のその他機器の

高経年化対応事項の抽出

知見の反映等

グループ内全機器への展開

・経年劣化事象の抽出

・経年劣化事象の評価

経年劣化事象の評価
・技術評価

（健全性評価＋現状保全

→総合評価）

・高経年化への対応

高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の抽出

No

第一段階

経年劣化事象の抽出

第二段階

・ 対 象 機 器 個別の 条 件を
考慮し，想定される経年
劣化事象を抽出

・経年劣化メカニズムまとめ
表（「学会標準２００８年版」
附属書A（規定）及び「学会
標準２０１０追補版」附属書
A（規定））により，高経年化
対策上着目すべき経年劣化
事 象 と 部 位 の 組 み 合わせ
を抽出

・ ま と め 表 作 成 ・ 改 定 時 期
以降の運転経験から抽出さ
れ た 経 年 劣 化 事 象 を反映

劣化メカニズム
スクリーニング

個別条件下での抽出

日本原子力学会標準「高経年化対策実施基準」 附属書
に基づき，「経年劣化メカニズムまとめ表」を参考に，

経年劣化事象と部位の組み合わせを抽出した。
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主な経年劣化事象の評価結果

① 原子炉容器の中性子照射脆化

② 疲労割れ

③ 照射誘起型応力腐食割れ

④ 絶縁特性低下

⑤ コンクリートの強度低下

⑥ 配管の減肉

⑦ 熱時効

⑧ 耐震安全性評価
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① 原子炉容器の中性子照射脆化（その１）

健全性評価

（参考）
中性子の照射を受けると金属材料は非常に微細な欠陥が生じ、靭性（破壊に対する抵抗）の
低下が生じる。原子炉容器の炉心領域においては、中性子照射とともに関連温度は上昇する。

○JEAC4201-2004、2007のいずれの評価結果においても，

脆化予測による予測を逸脱しておらず，特異な傾向は認

められない。

○６０年経過時点の加圧熱衝撃が生じることを仮定した評価

の結果，破壊に対する抵抗力が常に破壊力を上回ってお

り，不安定破壊しないことを確認した。

0 10050 200 250 300
0
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100
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200

250

300

K
I 
, 
K

IC
(M

P
a√

m
)

150

温度 （℃）

破壊に対する抵抗力:KIC

き裂を想定した破壊力:KI

2009年度末時点

運転開始後６０年時点

大破断LOCA
小破断LOCA
主蒸気管破断（冷却に厳しい）
主蒸気管破断（再加圧に厳しい）

破壊力KI

抵抗力＞破壊力

監視試験片
カプセル

照射試験片の装荷位置

90°

0° 180°

270°

第1回取出済

第3回取出済

第2回取出済

第4回取出済

原子炉容器

炉心

0 1 2 3 4 5 6

関
連

温
度

（
℃

）

中性子照射量 （×1019n/cm2，E＞1MeV）

100

150

-100

50

-50

0

現時点（2009年度末）の

原子炉容器の照射量＊1

60年時点の原子炉容器

の照射量予測値＊1

脆化予測 (JEAC4201-2004)
脆化予測+ﾏｰｼﾞﾝ (JEAC4201-2004)
脆化予測 (JEAC4201-2007)＊2

脆化予測+ﾏｰｼﾞﾝ (JEAC4201-2007) ＊2

＊1：原子炉容器内表面から板厚の1/4深さでの照射量
＊2：原子炉容器内表面から板厚の1/4深さでの中性子束に基づく予測

０．２５１．２００．１２０．５８０．０１４０．２５母 材

ＣＭｎＣｕＮｉＰＳｉ材 料

原子炉容器胴部（炉心領域部）の中性子照射脆化に影響を与える化学成分（重量％）
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① 原子炉容器の中性子照射脆化（その２）

○上部棚吸収エネルギー予測式による評価を実施し，
６８Ｊを下回る母材については，JEAC4206に基づく

き裂安定性評価によって，き裂を想定しても不安定
破壊に至らないことを確認した。

現状保全

高経年化への対応

総合評価

○JEAC4201に基づき計画的に監視試験を実施，

定期的に超音波探傷検査を実施している。
○運転管理上の制限として加熱冷却時制限曲線及び

耐圧漏えい試験温度を設けて運用している。

現状保全を継続して実施していく。

炉心領域部の中性子照射脆化が機器の健全性に影響
を与えることはない。また，保全内容も適切である。

健全性評価（続き）

※数値はJEAC4201-2007による評価結果，（ ）内はJEAC4201-2004による評価結果

９４
２９

（２９）
－４０熱影響部

１１３
３８

（４１）
－４７溶接金属

６７
８３

（８６）
－３母材

運転開始後６０年時点

１００
２２

（２２）
－４０熱影響部

１１９
３２

（３５）
－４７溶接金属

７０
７７

（７６）
－３母材

２００９年度末時点

上部棚吸収
ｴﾈﾙｷﾞｰ（Ｊ）

関連温度
（℃）

関連温度
初期値（℃）

材料評価時期

0

50

100

150

200

0 1 2 3

J a
pp

, J
m

at
(k

J/
m

2 )

き裂進展量Δa (mm)

き裂進展力：Japp

き裂進展抵抗：Jmat

appmat

appmat

JJat
da

dJ
da

dJ

=

>

　

母材のき裂安定性評価
（供用状態Ｄ，周方向欠陥に対する評価の例）
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当社又は他社等の秘密情報を含むため、複製、目的外使用並びに第三者に開示不可 関西電力株式会社

② 疲労割れ

プラント実過渡回数から，６０年時点の過渡
回数を推定し、６０年時点での疲労累積係数
を評価（環境を考慮した評価も実施）

○定期的な超音波探傷検査等の非破壊検査
や，漏えい試験で健全性を確認している

○高経年化技術評価に合わせて，実過渡回
数に基づく 評価を実施

冷却材出入口管台等の疲労割れについては，
現状保全項目として，実過渡回数に基づく評
価を定期的に実施していく。

疲労割れが問題となる可能性はないと考える。
ただし，今後も実過渡回数を把握し，評価する
必要がある。また，疲労割れは超音波探傷検
査等で検知可能であり，点検手法は適切

原子炉容器の疲労評価結果

（参考）
疲労累積係数：材料に何種類かの応力が組み合わさって作用
したときの疲労損傷を示す指標であり、許容値は１以下

環境疲労評価手法による解析設計・建設規格による解析

―＊４０．２６０スタッドボルト

―＊４０．００５容器支持金物取付部

０．００１ ＊３０．００７炉心支持金物

―＊４０．００４下部胴・下部鏡接続部

―＊４０．０１７上部蓋、上部胴フランジ

０．００６ ＊３０．３５１炉内計装筒

０．００１ ＊３０．０８８蓋用管台

０．０１９ ＊３０．０４６安全注入管台

０．００１＊３０．０４４冷却材出口管台

０．００１＊３０．０３２冷却材入口管台

疲労累積係数（許容値：１以下）
評価対象部位

＊３：炉水環境にある箇所に絞り評価を実施しているため，設計・建設規格による解析評価対象箇所とは異なる。
＊４：非接液部（炉水環境となる部位はない）

＊１：「設計・建設規格」に基づく疲労評価対象部位
＊２：「環境疲労評価手法」に基づく疲労評価対象部位

現状保全

健全性評価

総合評価

高経年化への対応

蓋用管台

上部ふた、上部胴ﾌﾗﾝｼﾞ
及びｽﾀｯﾄﾞﾎﾞﾙﾄ

入口管台出口管台

安全注入管台

下部胴・
下部鏡接続部

炉内計装筒

炉心支持金物

容器支持金物
取付部

＊1（ｽﾃﾝﾚｽ鋼肉盛有） ＊2
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当社又は他社等の秘密情報を含むため、複製、目的外使用並びに第三者に開示不可 関西電力株式会社

③照射誘起型応力腐食割れ（その１）

応力腐食割れ（SCC）の発生要因は①材料、②応力、③環境の３つだが，運転時間が経過し，高い中性子

照射量を受けると，材料の経年変化等に伴い応力腐食割れが発生する可能性がある。
中性子照射量の高い炉内構造物の中から，相対的に最も割れが発生する可能性が高く（中性子照射量，応力

レベル，及び温度条件が最も厳しい），海外で損傷事例のあるバッフルフォーマボルトを代表として詳細評価した。

材料

腐食
環境

応力

材料

３因子は重ならずSCC
は発生しない

３因子が重なりSCC発生
の可能性が生じる

※美浜２号炉では，バッフルフォーマボルトの材料劣化の影響
をリセットするため，全数取替実施済み。

バッフルフォーマボルトのＳＣＣ発生概念図

運転初期 運転時間経過
バッフルフォーマボルトの
照射による材料劣化

・バッフルフォーマ
ボルトの照射クリープ

（微視的組織変形）
・バッフル構造の変形

ﾊﾞｯﾌﾙ構造（ﾊﾞｯﾌﾙ板、ﾌｫｰﾏ板）

バッフルフォーマボルト

腐食
環境

応力

バッフルフォーマボルト
（取替本数７２８本）

炉心そう原子炉容器

フォーマ板 バッフル板

炉心そう

バッフル板
フォーマ板
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当社又は他社等の秘密情報を含むため、複製、目的外使用並びに第三者に開示不可 関西電力株式会社

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

100

0 10万 20万 30万 40万 50万

健全性評価

○バッフルフォーマボルトに対して第１４回
定期検査時(1991年度～1994年度)及び
第１６回定期検査時(1996年度)に超音波
探傷検査を実施，有意な指示なし。

○予防保全として第１９回定期検査時
(2000年度～2001年度)に，首下部の
曲率半径を大きくしたSUS316CWへ
全数取替

○定期的に水中テレビカメラによる可視範囲
の目視検査を実施している。

高経年化への対応

必要に応じて日本機械学会 維持規格（JSME 
S NA1-2008）に基づき，適切な時期に超音波

探傷検査を実施することを検討する。

現状保全

運転時間（ｈ）

損
傷

率
（
％

）

約２８．３万時間

６０年時点

検査要求ライン

総合評価

６ ０ 年 時 点 で は ボ ル ト 本 数 全 体 の 損 傷 が
約７割に至ることはないと予測されるため，
構造強度・機能の健全性に影響を与える
可能性は低い。また，点検手法は適切である。

バッフルフォーマボルトについては，全数（７２８本）の取替を

実施しているが，日本機械学会 維持規格および最新知見を
用いて評価した結果，運転時間が約２８．３万時間を越えると
損傷の可能性が否定できない。

全数取替
約１５．０万時間

728本=

145本=

ボルトの材料劣化・照射クリープ
バッフル構造の変形

③照射誘起型応力腐食割れ（その２）
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当社又は他社等の秘密情報を含むため、複製、目的外使用並びに第三者に開示不可 関西電力株式会社

事故時雰囲気内で機能要求される電気・計装設備は、６０年間の通常運転環境内での

経年劣化による絶縁低下と、事故時雰囲気内での絶縁低下を模擬した長期健全性試験

にて、 健全性評価を行なっている。

加速熱劣化

放射線照射

放射線照射

設計想定事故
雰 囲 気 暴 露

判 定

長期健全性試験手順

④ 絶縁特性低下（その１）

○ 評価対象機器：電気ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ，弁電動装置，ケーブル，ﾌｧﾝﾓｰﾀ等

【評価例】：低圧・同軸ケーブル

絶
縁
性
能

運転期間

経年劣化が
生じない場合

許容値

事故時雰囲気暴
露により、性能低
下は急速に進展通常運転相当

の劣化傾向は
緩やか

設計想定事故時

供試ケーブル

60年相当の加速熱劣化（次頁）

60年相当の放射線照射（次頁）

設計想定事故時相当の放射線照射
（1500kGy）

放射線を除く設計想定事故時雰囲気暴露
（最高温度：190℃，最高圧力：0.41MPa）

屈曲浸水耐電圧試験

初期値
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当社又は他社等の秘密情報を含むため、複製、目的外使用並びに第三者に開示不可 関西電力株式会社

事故時雰囲気内で機能要求のある一部の（製造
メーカが異なる）ケーブルについて、第２７回定期

検査時に、長期健全性試験による評価を実施した
難燃ＰＨケーブルへ取り替える。

④ 絶縁特性低下（その２）

高経年化への対応

総合評価

現状保全

現時時点の知見においては、絶縁体の絶縁低下

により機器の健全性に影響を与える可能性はない。

定期的に系統機器の動作確認、又は絶縁抵抗

測定を行い異常のないことを確認している。

健全性評価

電気学会推奨案に基づく長期健全性試験による
評価を実施した結果、運転開始後６０年時点に

おいても絶縁機能を維持できる。

例：難燃ＰＨケーブルの長期健全性試験条件

６０年間の通常運転時の

使用条件に基づく劣化条件

または

設計想定事故時の環境条件

試 験 条 件

１２０℃－９日
（＝６２℃※－６０年）

１４０℃－９日温 度

相
当

通
常
運
転

最高圧力：

約0.27MPa［gage］

最高圧力：
0.41MPa［gage］

圧 力

最高温度：約１３７℃最高温度：１９０℃温 度

５１６kGy１５００kGy放射線

（集積線量）
事
故
相
当

設
計
想
定

１００kGy５００kGy放射線

（集積線量）

※ 原子炉格納容器内でのケーブル周囲温度（約４４℃）に通電による
温度上昇と若干の余裕を加えた温度として設定した。

試験条件は，実機環境に基づいて６０年間
の運転期間を想定した劣化条件を包絡して
いる。

結 論
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当社又は他社等の秘密情報を含むため、複製、目的外使用並びに第三者に開示不可 関西電力株式会社

⑤ コンクリートの強度低下

現状保全

・定期的にコンクリート、塗装を目視確認
・必要に応じ塗装の塗り替え等を実施
・非破壊検査にてコンクリート強度を確認

コンクリート強度は設計基準強度を上回っており、有意な
欠陥がないことから保全方法は適切である。

健全性評価

熱

要因

・化学的侵食による強度低下を受ける部位がない

ことから評価すべき事象ではない

・地域的に凍害危険度が極めて低いことから評価

すべき事象ではない

・タービン架台等振動を受ける部位には有害なひび

われなし

・使用材料は反応性骨材でないことが確認できてい

ることから評価すべき事象ではない

・運転開始後６０年後の塩分による鉄筋腐食減量は

かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点の

鉄筋腐食減量以下

・運転開始後６０年後の中性化深さは鉄筋が腐食

し始める時の深さ以下

・運転開始後６０年後の照射量は規定値（中性子

１×1020n/cm2、 ガンマ線 ２×1010rad）以下

（普通コンクリート）

温度制限値（一般部分６５℃、局部９０℃）以下

（耐熱コンクリート）

温度分布解析で求めた最高温度によって構造

健全性上、問題となる強度低下が生じない

説明

化学的侵食

－凍結融解

－

○機械振動

ｱﾙｶﾘ骨材反応

塩分浸透

中性化

放射線照射

－

○

○

○

○

評価

コンクリートの強度について考えられる劣化要因について評
価した。

コンクリート強度の破壊試験結果（単位： N/mm2 ）

４０．１

（ 約３９ ）

２３．５

取水

構造物

２６．１

（ － ）

１７．７

ﾀｰﾋﾞﾝ架台

３４．６～４０．５

（約 ３３～４５）

２０．６

外部遮へい壁

内部コンクリート
原子炉格納施設基礎

原子炉補助建屋

2009-2010年

の試験結果
【（）内は1999年

以前の結果】

設計基準強度

構造物

総合評価

高経年化への対応

コンクリート構造物の強度低下に対しては，今後も現状
の保全方法により健全性を確認していく。

さらに原子炉容器支持部のコンクリートに関しては、変形
を傾向監視する。
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当社又は他社等の秘密情報を含むため、複製、目的外使用並びに第三者に開示不可 関西電力株式会社

⑥ 配管の減肉

点検データシート
（点検結果整理票）
・肉厚データ
・余寿命
・次回点検時期

配管ルート図（スケルトン図）

データ取込み データ計算 結果の表示

余寿命計算
肉厚測定データの

自動読込み

○社内指針「2次系配管肉厚の管理指針」に基づき，超音波による肉厚計測を実施。
管理指針は、「原子力設備２次系配管肉厚の管理指針（PWR）」（平成２年５月）をスタート点として、

・保安院指示文書(NISA-163c-08-2)
・日本機械学会 加圧水型原子力発電所配管減肉管理に関する技術規格（JSME S NG1-2006）

等の内容を適宜取り込み、内容の充実を図ってきた。

○第22回定期検査（2004年度），第23回定期検査（2005年度～2006年度）及び24回定期検査（2007年度～2008年度）

で、主要点検部位及びその他の全ての管理対象箇所についての点検が完了

他社の運転経験情報や産業界大での研究成果等を取り込み、

２次系配管肉厚の管理指針（社内規定）は、今後も継続的に改善

点検計画に基づく肉厚測定

・立体図面で点検箇所の
ビジュアル化

・ 寿命の５年前
（10年前※）に次回
点検時期を表示
※高経年化プラントの場合

肉
厚

運転時間

*
* *

計算必要厚さ（Tsr）

余寿命

点検データに基づき，余寿命
（年数）を自動計算

配管管理システム

初回の検査時期は、「日本機械学会 加圧水型原子力発電所配管減肉管理に関する技術規格」で定める初期設定減肉率
を用いて余寿命を求め、余寿命の５年前までの期間または３定検以内のいずれか短い時期としている。
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当社又は他社等の秘密情報を含むため、複製、目的外使用並びに第三者に開示不可 関西電力株式会社

⑦ 熱時効

運転開始後６０年時点までの疲労き裂進展長さ
を考慮した評価用き裂を想定しても， 材料の
JmatとJappの交点においてJmatの傾きが
Jappの傾きを上回ることから，配管は不安定破
壊することはなく，健全性 評価上問題とならな

い。

健全性評価

高経年化への対応

現状保全

現状保全項目に追加すべきものはない。

定期的に溶接部の超音波探傷検査を実施
している。ｹｰｼﾝｸﾞはVT-3（可視範囲）

総合評価

現時点の知見においては問題となる可能性
はない。また，点検手法は適切である。

［一次冷却材管］

評価対象

一次冷却材管および一次冷却材ﾎﾟﾝﾌﾟｹｰｼﾝｸﾞ

Ｊ
ａ
ｐ
ｐ
，

Ｊ
ｍ

ａ
ｔ（

Ｋ
Ｊ
／

ｍ
２
）

原子炉容器入口エルボ部の例
（フェライト量 20.8％，応力 約61N/mm2）

appmat

appmat

JJat
da

dJ
da

dJ

=

>

　（き裂進展抵抗）

（き裂進展力）

評価用き裂半長

：2相ステンレス鋼

原子炉容器入口エルボ部
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当社又は他社等の秘密情報を含むため、複製、目的外使用並びに第三者に開示不可 関西電力株式会社

⑧ 耐震安全性評価（概要一覧）

○ 運転開始後６０年時点で想定される経年劣化を仮定し、耐震安全性評価※を実施した

保守的なき裂を想定して、当該部位における地震時の発生応力を算出し、き裂安定限界応力を上回ら
ないことを確認

応力腐食割れ
（配管、熱交換器 等）

ヒンジ摺動部に摩耗を想定して、当該部位における地震時の発生応力を算出し、 許容応力を上回ら
ないことを確認

摩耗
（重機器支持構造物）

現状保全で管理される厚さまでの減肉を仮定して、当該部位における地震時の

発生応力を算出し、許容応力を上回らないことを確認

腐食
（配管、熱交換器）

保守的なき裂を想定して、当該部位における地震時のき裂進展力を算出し、熱時効を考慮した材料のき
裂進展抵抗値を上回らないことを確認

熱時効
（１次冷却材管）

中性子照射脆化
（原子炉容器胴部・支持構造物、炉心そう）

照射誘起型応力腐食割れ
(バッフルフォーマボルト）

高サイクル疲労割れ
（配管、熱交換器 等）

疲労割れ
（配管、弁、炉心そう 等）

腐食
（基礎ボルト）

摩耗

（制御棒ｸﾗｽﾀ案内管・被覆管）

経年劣化事象

保守的なき裂を想定して、地震時の当該部位における応力拡大係数が、中性子照射をうけた材料の破
壊靱性値を上回らないことを確認

保守的に、７段設置されているうちの２段目及び３段目のバッフルフォーマボルト全てに損傷を仮定して、
評価上最も厳しいバッフルフォーマボルトに生じる地震時の発生応力及び制御棒挿入時間を算出し、そ
れぞれの許容値を上回らないことを確認

保守的なき裂を想定して、当該部位における地震時の発生応力を算出し、き裂安定限界応力を上回ら
ないことを確認

実過渡回数から算出した運転開始後６０年時点での運転による疲労累積係数と、 地震による疲労累

積係数の合計が１を上回らないことを確認

基礎ボルトのコンクリート直上部に腐食による断面減少を仮定して、地震時の

発生応力を算出し、許容応力を上回らないことを確認

現状保全で管理される範囲内での摩耗を想定して、地震時の制御棒挿入時間を算出し、規定値を上回
らないことを確認

評価結果（例）の概要

※「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」、JEAG4601「原子力発電所耐震設計技術指針」等に基づき実施。なお、耐震バックチェック中間報告の評価対象である

安全上特に重要な設備については、新耐震指針に照らして策定した基準地震動Ｓｓに対して、経年劣化を仮定した耐震評価を行い、耐震安全性を確認する予定。
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⑧ 耐震安全性評価（配管減肉、中性子照射脆化の例）

０．０５第２抽気系統配管

０．８５第３抽気系統配管

０．８８グランド蒸気系統配管＊２

０．６５復水系統配管＊２

０．８４ドレン系統配管＊２

０．９９主蒸気系統配管＊２

０．７０主給水系統配管

０．２４低温再熱蒸気系統配管

０．６２補助蒸気系統配管

応力比＊１評価対象

配管減肉の起こり得る、エルボ、レジューサ、分岐、および弁下
流部が、現状の保全活動で管理される厚さ（「必要最小肉厚」又
は「実測データに基づき算出した肉厚」）まで、周軸方向に一様に
減肉した状態を想定し、地震時に発生する応力が許容応力を上
まわらないこと、又は疲労累積係数が許容値１を上まわらないこ
とを確認した。

なお「実測データに基づき算出した肉厚」で評価した系統配管
については、美浜２号炉が運転開始後４０年を迎える前に開始予
定の第２７回定検時に、設備対策を行った後「必要最小肉厚」に
よる再評価を実施する計画としている。

＊１：応力比＝１次応力／許容応力 主給水系統配管は、(１次＋２次)応力／許容応力

０．５４４
蒸気発生器ﾌﾞﾛｰﾀﾞｳﾝ
系統配管＊２

疲労累積係数評価対象

＜応力比評価＞ ＜疲労累積係数評価＞

主給水系統配管の許容応力：
クラス２の一次＋二次応力の許容応力ⅣＡＳの２Ｓｙ

主給水系統配管以外の許容応力：
発電用火力設備（クラス３の一次応力の許容応力ⅢＡＳのＳｙを準用）

＊２に示す配管は、実測データに基づき算出した結果を記載している

原子炉容器に対して、加圧熱衝撃事象が生じることを仮
定し、同時に地震が発生すると仮定した場合の評価を実施
し健全性を確認した。

具体的には、加圧熱衝撃事象（大破断LOCA、小破断
LOCA、主蒸気管破断）による破壊力KIを上限包絡する曲

線に対して、さらに地震による応力拡大係数を一律上乗せ
した結果、この地震を加味した破壊力KIが、６０年経過時点
の中性子照射脆化を考慮した抵抗力KICを常に下回ること

を確認した。
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き裂を想定した破壊力:KI

地震による
KIを上乗せ

配管減肉の例 中性子照射脆化の例
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40年目の評価で追加する評価

①経年劣化傾向の評価（30年目評価との比較）

②保全実績の評価 （30年目評価後に発生したトラブル分析）

③長期保守管理方針の有効性評価
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①経年劣化傾向の評価（30年目評価との比較例）

＜低サイクル疲労の評価例＞

○ 40年目の評価は30年目の評価から乖離するものではないことを確認

113(113)108胴部（溶接金属）

38(41)42胴部（溶接金属）

上部棚吸収

ｴﾈﾙｷﾞｰ（Ｊ）

関連温度（℃）

項 目

94(94)86胴部（熱影響部）

67(67)※71胴部（母材）

29(29)27胴部（熱影響部）

・第４回監視試験結果を反映

・JEAC4201-2000からJEAC4201-2004/2007     
に変更

・上部棚吸収エネルギーの評価式をRegulatory 
Guide 1.99 Rev.2から国内USE予測式に変更

83(86)89胴部（母材）

40年目30年目
相違の理由

60年時点の予測値
部 位

＜原子炉容器の中性子照射脆化の評価例＞

注：（ ）はJEAC4201-2004に基づく評価結果を示す。

※：JEAC4206に基づき弾塑性破壊力学評価を実施した

0.003
（0.017）

0.007
（0.055）

充てんライン用
管台

疲労評価手法の変更
改造工事による評価モデルの変更

0.033
（0.138）

0.002
（0.013）

加圧器サージラ
イン用管台

１次冷却材管

40年目評価30年目評価

相違の理由

60年時点の予測値

（許容値：1以下）
（（ ）内は環境疲労を考慮した値）部 位機器・設備

４０年目の評価で追加する評価
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定期的、日常的な傾向管理により、劣化傾向は技術評価から乖離するものではなかった。

定期的、日常的な管理活動が適切な実施体制で実施されている

運転監視、巡視点検、定期的な検査及び点検により設備の健全性を確認し、経年劣化が認められた場合には
詳細な調査及び評価を行い、補修、取替等の保全を実施。特に長期使用によって発生する経年劣化事象につ
いては、点検に経年的な変化の傾向を把握し、故障に至る前に計画的な保全を実施

定期検査の受検とともに定期事業者検査における実施に係る組織等の妥当性を定期安全管理審査にて審査

美浜発電所第２号機定期事業者検査の実施体制に関する保安院の評価 ［H22.12.16］

評定結果は、保全の有効性評価プロセスの一部に改善状況を確認していく必要があることから、
「当該審査を受けた組織の保全の有効性評価プロセスの一部に改善状況の確認が必要であるが、
品質マネジメントシステムは機能しており定期事業者検査はおおむね自律的かつ適切な実施体制
で実施されていると認められる」と評定

原子炉容器等の６００系ニッケル基合金の応力腐食割れの例
・温度、応力条件を基に評価を行い30年目評価で確認された劣化傾向から大きく乖離するものでは

ないことを確認
・予防保全対策としてｳｫｰﾀｰｼﾞｪｯﾄﾋﾟｰﾆﾝｸﾞ等の施工や保安院指示文書に基づく超音波探傷試験等
の保全が適切に行われていることを確認

４０年目の評価で追加する評価 ①経年劣化傾向の評価（日常劣化管理事象）
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②保全実績の評価（30年目評価後に発生したトラブル分析）

30年目の高経年化技術評価以降に美浜２号炉で発生した時間依存性のある事故・トラブル等；２件

①Ａ－蒸気発生器1次冷却材入口管台溶接部での傷の確認について
第24回定検時（2007年度）に蒸気発生器の冷却材出入口管台について，国内外プラントでの６００系Ｎｉ基合金の応力腐食割れ

事象を踏まえ，予防保全としてショットピーニング工事を実施する際に工事前の表面状態を確認していたところ，Ａ－蒸気発生器

冷却材入口管台のセーフエンド内面において，渦流探傷試験及び浸透探傷試験で有意な指示が確認された。

②原子炉格納容器送気ラインベローズ（アニュラス内）からの僅かな漏れ
第21回定検時（2003年度）に格納容器送気ラインの漏えい確認において，当該ラインを空気で検査圧力まで加圧したところ，

圧力が低下傾向を示した。このため，加圧範囲の点検を実施した結果，漏えい確認用発泡剤による漏えい確認において，

格納容器送気隔離弁前のダクト伸縮継手（ベローズ）から僅かな漏えいが認められた。

これらの事故・トラブル等については、30年目の高経年化技術評価では知見がなく評価できていなかったが、
40年目の高経年化技術評価では、以下の通り事故・トラブルの再発防止対策が図られていることを確認した。

①：Ａ－蒸気発生器冷却材入口管台セーフエンドについては，第24回定期検査時に新品に取り替え，同時に応力緩和措置を

行った。一方，類似箇所であるＡ－蒸気発生器冷却材出口管台及びＢ－蒸気発生器冷却材出入口管台セーフエンドについ
ては，渦流探傷検査により異常がないことを確認した上でショットピーニングを施工した。

②：格納容器送気用配管の内面からの塩素型応力腐食割れを着目すべき経年劣化事象として抽出し，技術評価を実施した。
また，第２２回定期検査時（２００４年度）に予防保全として格納容器送気用配管の取替を実施した。更に，内面からの塩素型
応力腐食割れに対して定期的にふき取り及び目視点検を実施することとした。

再発防止対策

４０年目の評価で追加する評価
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③長期保守管理方針の有効性評価

原子炉格納容器の電気ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ（ﾎﾟｯﾃｨﾝｸﾞ材）の

絶縁低下については，代表電気ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ単体での

絶縁抵抗測定を実施する。

使用時間の長い原子炉容器のインコネル６００合金

使用部位の超音波探傷検査等の結果に基づく予防

保全措置を検討していく。

原子炉容器のニッケル基合金（インコネル６００合金）

の応力腐食割れについては，原子力安全・保安院指

示文書（平成17・06・10原院第7号他）に基づく超音

波探傷検査及びベアメタル検査を実施する。

長期保守管理方針（30年目）の例

②

①

第20回及び第24回定期検査時に代表電気ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝにつ

いて絶縁抵抗測定を実施し，健全性評価の妥当性を確認し

た。

４０年目の高経年化技術評価において，代表機器と構造及び

材料が類似する（製造メーカが異なる）電気ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝが設

置されていることから，実機相当品の長期健全性試験に基づ

き評価を行った結果，６０年間供用後の設計想定事故におい

ても絶縁機能を維持できると判断するが，製造メーカが異な

る 電気ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝについては，実機同等品による再評価ま

たは取替を実施することを長期保守管理方針とした。

第19回定期検査（2000年度）以降，安全注入管台，冷却材

出入口管台及び底部管台の超音波探傷検査，ベアメタル検

査並びに予防保全としてのｳｫｰﾀｰｼﾞｪｯﾄﾋﾟｰﾆﾝｸﾞを計画的に

実施することにより健全性が確認できていることから，長期保

守管理方針は有効であったと考える。

長期保守管理方針の有効性評価

30年目に策定した長期保守管理方針（22件）

①有効性が認められた方針； ２０件
②有効ではあったものの、追加的措置が必要とみなされた方針； ２件

４０年目の評価で追加する評価
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技術評価結果の概要

【炉内構造物】
●バッフルフォーマボルトの照射誘起型応力腐食割れ※１により
バッフル板の健全性に影響を与える可能性は小さいが、
日 本 機 械 学 会 の 維 持 規 格 に 基 づ き 、 必 要 な 場 合 に は
超音波探傷検査を計画する。
（実施時期：中長期）

【高圧ケーブル】
●屋内に布設しているケーブルは、国プロジェクト※ ３の成果の反映や

状態監視の重要性の観点から、サンプリング（使用条件、使用開始時期等
を考慮して選定）ケーブルについて、絶縁抵抗測定以外の絶縁診断
による傾向監視も実施する。（実施時期：中長期）
※３ より実機環境を模擬したケーブルの経年劣化評価手法に関する

検討（原子力プラントのケーブル経年変化評価技術調査研究）

【原子炉容器支持部】
●原子炉容器支持部のコンクりー
トは、熱影響による変形が急激に
発生する可能性は小さいが、
変形を傾向監視する。
（実施時期：中長期）

【電気ペネトレーション※２】
●ポッティング材（電線管貫通部の内部にある充てん材）及び外部

リード（内部の機器との接続用ケーブル）は、長期健全性試験の
結果から絶縁機能を維持できると判断するが、長期健全性試験の
対象と異なる製造メーカのものについては、実機同等品による
再評価または取替を実施する。
（実施時期：中長期）

※２ 原子炉格納容器電線管貫通部

【主蒸気系統配管等の２次系炭素鋼配管】
●肉厚測定による実測データに基づき耐震安全性評価を実施した

炭素鋼配管については、第２７回定期検査時に計画しているサポート
改造等の設備対策が完了後、設備対策を反映した耐震安全性評価を
実施する。（実施時期：短期）

※ １ 中 性 子 線 照 射 の 影 響 で
化学組成等が変化した材料に、
環境要因、応力要因が重なる
ことで発生する応力腐食割れ。

注１：実施時期の「短期」は平成２４年７月２５日から５年間，「中長期」は平成２４年７月２５日から１０年間を示す。

加圧器

原子炉容器

１次冷却材ポンプ

蒸気

給水
タービン

発電機

復水器

給水ポンプ
循環水ポンプ

冷却水（海水）

放水路へ

蒸気発生器

外部遮へい（コンクリート）

【主変圧器】
● コ イ ル の 絶 縁 低 下 の 可 能 性 は 否 定

できないため、絶縁紙の健全性評価に
基づく取替の要否を判断し、要の場合
には実施計画を策定する。

（実施時期：中長期）

炉内構造物

M
電動補助
給水ポンプ 復水タンク

主変圧器
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○６０年間の運転期間を仮定しても、大部分の機器・構造物は、現在行っている保全活動（分解・点検・
手入れ等）を継続していくことで、健全性を維持可能と評価

○一部の機器については、実施すべき項目（点検・検査項目の追加、データの蓄積、知見の拡充、試験
の実施等）を長期保守管理方針としてまとめた

※１：実施時期における，短期とは平成２４年７月２５日からの５年間，中長期とは平成２４年７月２５日からの１０年間をいう。

中長期

難燃高圧ＣＳＨＶケーブル（屋内）等＊の絶縁体の絶縁低下については,サンプリングケーブルについて,
絶縁抵抗測定以外の絶縁診断による傾向監視を実施する。
＊：難燃高圧ＣＳＨＶケーブル（屋内）、 高圧ＣＡケーブル

4

中長期
耐熱コンクリートの強度低下については，定期的に実施しているキャビティシール据付時の隙間計測結果を

用いて，耐熱コンクリートの変形を傾向監視する。
5

中長期
主変圧器のコイルの絶縁低下については，絶縁紙の寿命評価に基づく取替の要否を判断し，要の場合には
実施計画を策定する。

6

中長期

炉内構造物のバッフルフォーマボルトの照射誘起型応力腐食割れについては，日本機械学会「発電用原子力

設備規格 維持規格 JSME S NA1-2008」に基づく超音波探傷検査の実施の要否を判断し，要の場合には

実施計画を策定する。

3

配管の腐食（流れ加速型腐食）については，肉厚測定による実測データに基づき耐震安全性評価を実施

した炭素鋼配管＊について，サポート改造等の設備対策工事完了後に，設備対策を反映した耐震安全性

評価を実施する。
＊：主蒸気系統配管、グランド蒸気系統配管、復水系統配管、蒸気発生器ブローダウン系統配管、ドレン系統配管

三重同軸型電気ペネトレーションのポッティング材及び外部リードの絶縁低下については，実機同等品による
再評価または取替を実施する。

保守管理の項目

短期2

中長期1

実施時期※１No

高経年化技術評価結果と長期保守管理方針
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技術開発課題について

◆照射脆化

国プロデータから、民間規格評価式の見直し要否を検討

◆絶縁劣化

設計想定事故環境で機能要求がある電気・計装設備の

健全性評価手法の検証

日本原子力学会標準；2008年度版

保全の有効性評価

高経年化対応戦略マップ

６．３ 技術開発課題

高経年化対策のための技術情報基盤の整備のための

産官学の有機的連携を行う総合調整の場である原子力安全

基盤機構の技術情報調整委員会の場において，２００９年

７月に高経年化対応技術戦略マップ2009が策定されている。

高経年化対応技術戦略マップでは，高経年化技術評価に

よって抽出された技術開発課題も検討対象とされており，

毎年実施されるローリングの中で整合を図ってこれらの

技術開発課題を実施していく。

高経年化技術評価書

以下の評価方法を活用して評価する

・点検および取替結果の評価
・劣化トレンドによる評価
・類似機器等のベンチマークによる評価
・研究成果等による評価

技術開発課題の取扱い
産官学が連携して戦略的，効果的
に実施する安全研究の一部として，
計画・実施されるものである。

高経年化対策実施ガイドライン

美浜発電所 保安規定第120条

安全基盤研究

高経年化対応における文書体系が成熟
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一部の機器については、現状の保全に加えて実施すべき
保全項目を抽出し、６件の長期保守管理方針を策定

現状の保全及び長期保守管理方針に基づく保全を実施し
ていくことで、技術的に６０年間の運転が可能であると評価

技術開発については、高経年化対応技術戦略マップの
ローリングの中で整合を図りつつ実施し、常に改善を図る

まとめ

福島事故での新たな知見の反映について、物理的な経年
劣化事象の健全性評価のみならず、プロセス等について
も真摯に対応していく


